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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第19期

第１四半期累計期間
第20期

第１四半期累計期間
第19期

会計期間
自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日

自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日

自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

売上高 (千円) 3,392,067 4,858,234 12,256,406

経常利益 (千円) 346,960 550,743 1,433,672

四半期(当期)純利益 (千円) 294,935 456,320 1,346,654

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 5,568,222 5,568,222 5,568,222

発行済株式総数 (株) 1,257,630 125,763,000 125,763,000

純資産額 (千円) 11,231,831 12,431,993 12,282,287

総資産額 (千円) 20,561,173 21,828,795 23,017,446

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 2.40 3.72 10.97

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 2.50

自己資本比率 (％) 54.6 57.0 53.4
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が無い

ため、記載しておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　平成25年７月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。そのため、前事業年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）におけるわが国経済は、政府による各

種政策や金融緩和政策により個人消費、および企業業績の改善が見られ景気は緩やかに回復しておりますが、海外

経済の減速や原材料価格の高騰等、また消費税増税の影響もあり、一部先行き不透明な状況が懸念されておりま

す。一方、当社が属する不動産業界は、低金利や政府による経済対策の影響もあり、一部地価上昇等持ち直しの動

きを見せ、ここ数年の厳しい経済環境から緩やかに回復しております。このような状況のもと、当社は不動産運用

サービス事業を中心としたストック型ビジネスを主軸に展開いたしました。

この結果、売上高は4,858百万円（前年同四半期比43.2%増）、営業利益は581百万円（前年同四半期比64.2%

増）、経常利益は550百万円（前年同四半期比58.7%増）、四半期純利益は456百万円（前年同四半期比54.7%増）と

なりました。

 

報告セグメントの業績は次のとおりであります。

 

不動産運用サービス事業は、基幹事業であるストレージ事業において、収益拡大を図るために首都圏、近畿圏、

中部圏を中心とした既存エリアにおける新規出店の強化を行いました。新規出店した現場は、稼動を早めるために

近隣の顧客に対して現場見学会の開催等、地域に密着した営業活動を行いました。この結果、売上高は2,862百万円

（前年同四半期比14.4%増）、セグメント利益は538百万円（前年同四半期比20.2%増）となりました。

一方、不動産再生・流動化サービス事業は、不動産市況を考慮しながら積極的に保有不動産の売却を行いまし

た。この結果、売上高は1,995百万円（前年同四半期比124.4%増）、セグメント利益は211百万円（前年同四半期比

207.9%増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における総資産は前事業年度末に比べ1,188百万円減少し、21,828百万円となりました。

増減の主な内訳は、現金及び預金の増加863百万円、販売用不動産の減少1,768百万円であります。

また、当第１四半期会計期間末における負債合計は前事業年度末に比べ1,338百万円減少し、9,396百万円となり

ました。増減の主な内訳は、長期借入金の減少1,329百万円であります。

当第１四半期会計期間末における純資産合計は前事業年度末に比べ149百万円増加し、12,431百万円となりまし

た。増減の主な内訳は、利益剰余金の増加149百万円であります。これらの結果、自己資本比率は57.0％となりまし

た。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 357,600,000

計 357,600,000
 

 

 
 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 125,763,000 125,763,000
東京証券取引所
（マザーズ）

単元株式数100株

計 125,763,000 125,763,000 ― ―
 

 

 
 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年１月１日～
平成26年３月31日

― 125,763,000 ― 5,568,222 ― 5,612,719
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成25年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 3,000,000
 

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 122,762,100
 

1,227,621
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元未満株式 普通株式 900
 

― ―

発行済株式総数 125,763,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,227,621 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エリアリンク株式会社
東京都千代田区神田
小川町三丁目１番地

3,000,000 ― 3,000,000 2.39

計 ― 3,000,000 ― 3,000,000 2.39
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成26年１月１日から平成26年

３月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、優成監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,590,968 4,454,943

  売掛金 131,839 126,407

  完成工事未収入金 28,350 17,325

  商品 385,477 369,248

  販売用不動産 5,936,247 4,167,502

  未成工事支出金 4,792 18,464

  貯蔵品 2,084 4,154

  その他 774,541 781,340

  貸倒引当金 △25,867 △28,820

  流動資産合計 10,828,435 9,910,565

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 5,490,291 5,498,103

    減価償却累計額 △1,006,149 △1,063,045

    減損損失累計額 △116,444 △113,626

    建物（純額） 4,367,698 4,321,431

   土地 4,869,692 4,870,711

   その他 1,906,282 1,925,440

    減価償却累計額 △577,733 △611,920

    減損損失累計額 △22,180 △22,180

    その他（純額） 1,306,368 1,291,339

   有形固定資産合計 10,543,758 10,483,482

  無形固定資産   

   その他 83,636 79,164

   無形固定資産合計 83,636 79,164

  投資その他の資産   

   その他 2,858,165 2,651,345

   貸倒引当金 △1,296,549 △1,295,762

   投資その他の資産合計 1,561,616 1,355,582

  固定資産合計 12,189,011 11,918,229

 資産合計 23,017,446 21,828,795
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 264,730 396,465

  工事未払金 104,093 179,115

  短期借入金 1,004,000 508,500

  1年内返済予定の長期借入金 682,615 1,202,153

  未払法人税等 170,422 53,106

  その他 981,301 986,550

  流動負債合計 3,207,163 3,325,892

 固定負債   

  長期借入金 6,045,288 4,716,050

  資産除去債務 253,585 259,591

  その他 1,229,122 1,095,266

  固定負債合計 7,527,996 6,070,908

 負債合計 10,735,159 9,396,801

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,568,222 5,568,222

  資本剰余金   

   資本準備金 5,612,719 5,612,719

   資本剰余金合計 5,612,719 5,612,719

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 1,357,330 1,506,743

   利益剰余金合計 1,357,330 1,506,743

  自己株式 △256,584 △256,584

  株主資本合計 12,281,688 12,431,101

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 598 892

  評価・換算差額等合計 598 892

 純資産合計 12,282,287 12,431,993

負債純資産合計 23,017,446 21,828,795
 

 

 

 

 

 

EDINET提出書類

エリアリンク株式会社(E04011)

四半期報告書

10/17



(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 3,392,067 4,858,234

売上原価 2,616,374 3,802,515

売上総利益 775,693 1,055,718

販売費及び一般管理費 421,552 474,285

営業利益 354,140 581,433

営業外収益   

 受取利息 13,015 3,310

 貸倒引当金戻入額 2,248 1,997

 受取遅延損害金 2,075 781

 移転補償金 9,700 6,901

 その他 2,727 1,906

 営業外収益合計 29,766 14,897

営業外費用   

 支払利息 35,073 41,724

 その他 1,873 3,862

 営業外費用合計 36,947 45,587

経常利益 346,960 550,743

特別利益   

 固定資産売却益 － 104,302

 特別利益合計 － 104,302

特別損失   

 固定資産除却損 3,336 6,305

 その他 670 245

 特別損失合計 4,007 6,550

税引前四半期純利益 342,953 648,494

法人税、住民税及び事業税 29,667 44,183

法人税等調整額 18,350 147,990

法人税等合計 48,018 192,174

四半期純利益 294,935 456,320
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【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりで

あります。

 

 
前第１四半期累計期間

(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

減価償却費 142,445千円 106,830千円

のれんの償却額 3,965千円 1,417千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月27日
定時株主総会

普通株式 306 2.5 平成25年12月31日 平成26年３月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
四半期損益計算

書計上額不動産運用
サービス事業

不動産再生・
流動化サービス

事業
計

売上高      

 外部顧客への売上高 2,502,514 889,553 3,392,067 ― 3,392,067

セグメント間の内部売上高又
は振替高

― ― ― ― ―

計 2,502,514 889,553 3,392,067 ― 3,392,067

セグメント利益 447,576 68,613 516,189 △162,048 354,140
 

(注)　１．セグメント利益の調整額△162,048千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主

な内容は管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
四半期損益計算

書計上額不動産運用
サービス事業

不動産再生・
流動化サービス

事業
計

売上高      

 外部顧客への売上高 2,862,432 1,995,802 4,858,234 ― 4,858,234

セグメント間の内部売上高又
は振替高

― ― ― ― ―

計 2,862,432 1,995,802 4,858,234 ― 4,858,234

セグメント利益 538,044 211,280 749,324 △167,891 581,433
 

(注)　１．セグメント利益の調整額△167,891千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主

な内容は管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間

(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

　　１株当たり四半期純利益金額 2円40銭 3円72銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 294,935 456,320

   普通株主に帰属しない金額 ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 294,935 456,320

    普通株式の期中平均株式数(株) 122,763,000 122,763,000
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

２．平成25年７月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。そのため、前事業年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年５月９日

エリアリンク株式会社

取　締　役　会 御中

優　成　監　査　法　人
 

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   須   永   真   樹   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   狐   塚   利   光   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエリアリンク株

式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第20期事業年度の第１四半期会計期間(平成26年１月１日から平

成26年３月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、エリアリンク株式会社の平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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